
８．セグメント情報
（単位：円）

研究ユニット 研究サービス 計 法 人 共 通 合 計

Ò 事業費用、事
業収益及び事
業損益

事業費用

業務費 2¶746¶024¶480 2¶132¶000¶813 4¶878¶025¶293 0 4¶878¶025¶293

人件費 1¶198¶501¶657 426¶474¶802 1¶624¶976¶459 0 1¶624¶976¶459

研究資
材費

413¶585¶868 257¶671¶653 671¶257¶521 0 671¶257¶521

減価償
却費

557¶338¶214 486¶535¶750 1¶043¶873¶964 0 1¶043¶873¶964

その他
経費

576¶598¶741 961¶318¶608 1¶537¶917¶349 0 1¶537¶917¶349

一般管理
費

0 0 0 972¶197¶221 972¶197¶221

人件費 0 0 0 354¶791¶118 354¶791¶118

その他
経費

0 0 0 617¶406¶103 617¶406¶103

財務費用 0 0 0 112¶162 112¶162

事業費用
計

2¶746¶024¶480 2¶132¶000¶813 4¶878¶025¶293 972¶309¶383 5¶850¶334¶676

事業収益

運営費交付
金収益

2¶135¶114¶834 1¶639¶248¶143 3¶774¶362¶977 968¶444¶256 4¶742¶807¶233

受託研究費
等収入

48¶689¶055 0 48¶689¶055 0 48¶689¶055

寄附金収益 34 0 34 30¶000 30¶034

_ 損益外減価償却相当額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額は下記の通りであり
ます。

（単位：円）

研究ユニット 研究サービス 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相
当額

` 497¶635¶869 497¶635¶869 444¶819¶848 942¶455¶717

引当外賞与見積額 ` ` ` 1¶309¶364 1¶309¶364

引当外退職給付増
加見積額

` ` ` 9¶826¶150 9¶826¶150

９．主な資産、負債、費用及び収益の明細
\ 現金及び預金の明細

（単位：円）

内 訳 金 額

現金 145¶380

普通預金 4¶245¶695¶696

現金及び預金計 4¶245¶841¶076

資産見返運
営費交付金
戻入

538¶251¶751 467¶622¶841 1¶005¶874¶592 28¶773¶307 1¶034¶647¶899

資産見返補
助金戻入

16¶039¶013 22¶054¶116 38¶093¶129 0 38¶093¶129

資産見返寄
附金戻入

2¶103¶879 96¶863 2¶200¶742 0 2¶200¶742

その他経費 15¶921¶198 2¶978¶850 18¶900¶048 7¶764¶219 26¶664¶267

小計 2¶756¶119¶764 2¶132¶000¶813 4¶888¶120¶577 1¶005¶011¶782 5¶893¶132¶359

事業損益 10¶095¶284 0 10¶095¶284 32¶702¶399 42¶797¶683

Ó 総資産額 901¶002¶129 14¶044¶256¶410 14¶945¶258¶539 21¶524¶197¶710 36¶469¶456¶249

平
成

™
š
年

˜
—
月

™
Ÿ
日
金
曜
日

(
号
外
第

™
š
š
号
)

官
報

注）１．役員（含む非常勤役員）報酬及び退職手当の支給基準の概要
独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構役員報酬規程及び役員退職手当支給規程に基
づき支給しております。
２．職員給与及び退職手当の支給基準の概要
独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構職員給与規程及び職員退職金支給規程に基づ
き支給しております。
３．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載しております。
４．損益計算書の人件費の中には、上記給与の他に法定福利費212¶210千円が含まれておりま
す。
５．（ ）は、非常勤の役職員に対するもので、外数であります。
６．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しない場合があります。

（セグメント情報の注記事項）
\ セグメントの区分方法及び各事業の内容
各事業の内容
研究ユニット 神経科学、分子科学、数学・計算科学の研究開発の推進、研究者養成活動等
研究サービス 研究ユニットの支援業務、研究成果の普及、ワークショップ・セミナーの開

催等
] 事業費用のうち、法人共通の項目に含めた配賊不能費用は、主に管理部門に係る費用でありま
す。

^ 総資産のうち、法人共通の項目に含めた資産は、主に下記の通りであります。
センター棟の建物 5¶584¶099¶902円
現金及び預金 4¶245¶841¶076円
大学院大学建設費用の建設仮勘定 3¶594¶931¶000円
エネルギーセンター棟の建物 1¶312¶757¶903円
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